
為替週間展望＝ドル円はもみ合いながら緩やかに上値を追う展開か

　　　　　　　　　　［８月１４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    8 月 7 日～ 8 月 10 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  141.78   144.11(10)    141.52( 7)    143.93   +2.17

ユーロ・ドル  1.1013   1.1019( 7)    1.0929( 8)    1.0994   -0.0012

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    32,473.65     +280.90     日本10年債利回り   0.583   -0.066

ダウ平均株価    35,123.36      +57.74     米10年債利回り     4.008   -0.026

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１５日　日本第２四半期ＧＤＰ１次速報

　　　　中国７月鉱工業生産指数、中国７月小売売上高

　　　　日本６月鉱工業生産指数確報値

　　　　英７月雇用統計

　　　　スイス７月生産者・輸入価格

　　　　独８月ＺＥＷ景況感指数

　　　　カナダ６月製造業出荷

　　　　米７月小売売上高、米７月輸入価格指数、米８月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　カナダ７月消費者物価指数

１６日　ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利

　　　　英７月消費者物価指数、英７月生産者物価指数、英７月小売物価指数

　　　　ユーロ圏第２四半期ＧＤＰ改定値、ユーロ圏６月鉱工業生産指数

　　　　カナダ６月卸売売上高

　　　　米７月住宅着工・許可件数

　　　　米７月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨

１７日　ＮＺ第２四半期生産者物価指数

　　　　日本７月貿易収支、日本６月機械受注

　　　　豪７月雇用統計

　　　　ユーロ圏６月貿易収支

　　　　米新規失業保険申請件数、米８月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米７月景気先行指数

１８日　日本７月消費者物価指数

　　　　英７月小売売上高

　　　　ユーロ圏７月消費者物価指数確報値

　　　　カナダ７月鉱工業製品価格

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米経済指標はまちまちながらも、景気に大きな減速は見られず、ド

ルは底堅い地合いが継続するとみられる。一方で、円は売られやすい地合いが続きそ

う。こうした中、ドル円の一段の上昇は日本の金融当局によるドル買い円売り介入への

警戒感につながるものの、堅調な流れが継続するとした。

　　　　

【ドル円は底固く推移】

　このところのドル円は１４１円台半ばまで下落した後に上昇に転じるなど、底堅い動

きを見せている。
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　４日発表の７月の米雇用統計では、非農業部門雇用者数は市場予想を下回った。一方

で、失業率は結果３．５％となり、事前予想や前回の３．６％を下回った。平均時給は

前月比＋０．４％となり、事前予想の＋０．３％を上回った。前年比は＋４．４％とな

り、事前予想の＋４．３％を上回った。

　　

　失業率は低下して、平均時給が予想を上回ったものの、非農業部門雇用者数の伸び悩

みがより材料視されて、ドル売りの動きにつながり、１４２円台後半から１４１円台半

ばまで下落した。週明けの７日に４日の安値をわずかに下回り、１４１．５２付近まで

下落したものの、その後は上昇に転じ１４２円台半ばまで上値を伸ばした。

　　

　８日には格付け会社ムーディーズ・インベスターズ・サービスが一部の地銀を格下げ

したことで、リスク警戒の動きからドル買いにつながった。ドル円は１４３円台半ばま

で上値を伸ばした。その後は１０日にかけて１４３円台後半まで上昇している。

　　

　こうした中、米１０年債利回りは４％近辺の水準で推移している。３日に４．１７

５％前後まで上昇した後は４％前後まで低下したものの、４％台の水準を維持してい

る。米国債の増発計画などもあり、需給悪化への警戒感から米債利回りは大きく低下し

にくい動きが見込まれる。そうなると、ドルは底堅い推移を見せることとなろう。

　　

　一方で、イールドカーブコントロール（ＹＣＣ）は柔軟化したものの、日本の１０年

金利が徐々に上昇したことで、日銀は国債の買い入れで金利抑制に動いている。こうし

た動きから、ドル円が下げたところでは円売りの動きが出やすく、ドル円の上昇につな

がりやすい。このため、ドル円はもみ合いながら緩やかに上値を追う展開となりそう

だ。ドル円の目先の予想レンジは、１４１．００～１４６．００円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、１５日に日本第２四半期ＧＤＰ１次速報、日本

６月鉱工業生産指数、米７月小売売上高、米７月輸入価格指数、米８月ＮＹ連銀製造業

景気指数、１６日に米７月住宅着工・許可件数、米７月鉱工業生産・設備稼働率、米連

邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨、１７日に日本７月貿易収支、日本６月機械受

注高、米新規失業保険申請件数、米８月フィラデルフィア連銀景況指数、米７月景気先

行指数、１８日に日本７月消費者物価指数などがある。

　　

【ユーロドルは一進一退の動き】

　４日の米雇用統計後のドル売りを受けて、ユーロドルは１．１０４２付近まで上昇を

見せた。ただ、その後はドルの堅調さもあって１．１０００ドルを割り込んで推移して

いる。ユーロ圏の消費者物価指数は過去数か月を見る限り、インフレ率は鈍化傾向を見

せているものの、鈍化ペースは緩やかとなっている。一方で、他の経済指標は強弱まち

まちで、景気減速への警戒感が広がっている。

　　

　市場では、欧州中央銀行（ＥＣＢ）の政策金利の引き上げは年内にあと１回あるかど

うかとの見方が広がっている。１４日の週の独、ユーロ圏の経済指標は、１５日に独８

月ＺＥＷ景況感指数、１６日にユーロ圏第２四半期ＧＤＰ改定値、ユーロ圏６月鉱工業

生産指数、１７日にユーロ圏６月貿易収支、１８日にユーロ圏７月消費者物価指数確報

値などがある。

　　

　今後は経済指標の結果に左右されやすいとみられるが、経済指標の結果は強弱入り混

じったものとなる可能性が高そうで、ユーロドルは一進一退の動きが続くこととなりそ

うだ。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０８００～１．１１００ドル。

　　

　ポンドドルは３日の安値１．２６２１近辺まで下落した後は値を戻したものの、その

後は１．２６～１．２８台の推移を見せている。ポンドドルは７月１９日発表の英６月

消費者物価指数が前年比＋７．９％となり、前回の＋８．７％から伸びが大きく鈍化、

市場予想の＋８．２％も下回ったことでポンド売りにつながった。

　　

　７月１９日発表の英６月消費者物価指数の鈍化を背景に英中銀（ＢＯＥ）による利上

げ見通しも年内にあと１～２回程度に減少している。１６日に英７月消費者物価指数の

発表があり、その影響が注目される。インフレ率が一段と鈍化するようならポンド売り

に傾きやすくなりそうだ。一方で、ポンドドルはピークから大きく下げてきたことで、



英消費者物価指数が上振れすれば上昇に転じることとなろう。ポンドドルの目先の予想

レンジは、１．２５００～１．２９００ドル。

　　

　日米独とユーロ圏以外の今後の経済指標やイベントは、１５日に中国７月鉱工業生産

指数、中国７月小売売上高、英７月雇用統計、スイス７月生産者輸入価格、カナダ７月

消費者物価指数、１６日にＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利、英７月消費者物価指

数、英７月生産者物価指数、英７月小売物価指数、カナダ６月卸売売上高、１７日にＮ

Ｚ第２四半期生産者物価指数、豪７月雇用統計、１８日に英７月小売売上高、カナダ７

月鉱工業製品価格などがある。
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